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 1-2 背景 
 
 日本において職業会計人、つまり会計の職業専門家としては、公認会計士及び税理士が存





















とになる。例えば 2014 年 4 月に国税庁から公表された「国税庁の税務調査の概要」を見て
も、企業における税理士の関与割合は平成 20 年度 87.1%、平成 21 年度 87.1%、平成 22 年







 中小企業庁が 2011 年 7 月に公表した「中小企業白書 2011」によると中小企業の存続率は










が 2015 年 3 月に実施した「平成 26 年度中小企業における会計の実態調査について」およ



















務報告基準（IFRS）」がある。IFRS とは国際会計基準審議会（International Accounting 
Standards Board：IASB）が策定する会計基準である。前身の国際会計基準委員会
（International Accounting Standards Committee : IASC）時代に作られた会計基準は「国
際会計基準（International Accounting Standards: IAS）」と呼ばれていた。IAS は IASB
に継承され、一部は現在も有効である。個々の IFRS 及び IAS は IASB が定款に定められ
た適切なデュープロセスに基づいて順次改訂、見直しを行っている。現在 IFRS の適用状況
を見ると、平成 29 年 2 月金融庁が公表した「国際会計基準をめぐる最近の状況」において
2014 年 12 月末現在では上場企業 52 社、非上場企業 2 社、また 2015 年 12 月末現在では
上場企業 96 社、非上場企業 3 社、2016 年 12 月末現在では上場企業 129 社、非上場企業 4
社、さらに 2017 年 2 月 3 日現在では上場会社 131 社、非上場会社 4 社となっている。日
本においては 2010 年 3 月 31 日以後終了する連結会計年度より、日本版の IFRS の任意適
用も開始されている（金融庁、2017、国際会計基準をめぐる最近の状況 1 項）。2014 年
12 月末から 2015 年 12 月末にかけて上場企業で日本版 IFRS を適用している上場会社は
36 社増えている。このことは 2015 年に英国において IFRS の強制適用が開始された影響
もあるといえよう。 
 
 2-1 日本版 IFRS 
 
我が国においては上場企業が準拠すべき基準の 1 つとして日本版 IFRS がある。上述の







                                                   




























経済環境の複雑化から中小企業の会計処理に関して、平成 14 年 6 月に中小企業庁が「中
小企業の会計に関する研究会報告書」を公表した。同年、12 月にこの研究会報告書の公表
























































害を調整しなければならない（図 2-1 参照）。 
 














態が発生することになる。2017 年 8 月から 10 月にかけて筆者は設立後 10 年未満の売上高
1 億円未満の中小企業経営者 10 人、売上高が 1 億以上 10 億未満の中小企業経営者 10 人及













がある（中小企業庁、2015、「平成 26 年度中小企業における会計の実態調査について」）。 
 





  2-5-1 EU 版 IFAS ・FRS 
 
 英国においては EU 域内の規制市場であるか否かによって適用すべき会計処理基準が異
なる（表 2-1 参照）。2005 年以降の連結財務諸表においては EU 版 IFRS に準拠した連結
財務諸表の適用が義務付けられた。具体的には個別財務諸表に関しては英国会計基準（以
下：UK GAAP）と EU 版 IFRS の選択適用が認められている。英国財務報告評議会（以
下：FRC）は IFRS との統合を目指した新しい財務報告の枠組みを模索し、2010 年 10 月
に「財務報告に関する公開草案」が公表された。その後パブリックコメントを踏まえた FRC
の再審議を経て、2012 年 1 月に「財務報告に関する公開草案」を置き換え再度、公開草案
を公表した。FRC は最初の公開草案から 2 年後である 2012 年 11 月 22 日に新しい財務報
告制度を構成する FRS（ Financial Reporting Standard ）100 及び FRS101、2013 年 3
月 14 日に FRS102 公表され 3 つの財務報告基準を策定した（KPMG Insight July、
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2017「新しい英国財務報告基準の概要」2 項）。さらに、2015 年 7 月に FRS105 が公表さ
れ、従来の FRSSE（Financial Reports Standard for Smaller Entities）が廃止され、同時
期に上述の FRS100、FRS101、FRS102 を改定するに至った。 
 




 会社法に基づき設立された会社で、同法セクション 384A に規定された零細企業としての
資格を有し、同法 384B に零細企業に該当しておらず下記の要件を 2 以上満たす企業 
 
① 売上高 63.2 万ポンド以下 
② 貸借対照表の総資産額が 31.6 万ポンド以下 
③ 平均従業員が 10 人以下 
 ただし、保険会社、金融機関、連結計算書類を作成することを選択した企業、連結子会社
は要件に合致したとしても制度は適用できない（佐久間義浩、2017、「中小企業監査の各国
比較－EU 及び UK－」11 項）。 
 
・小規模会社 
 小規模会社とは下記のうち少なくとも 2 以上の要件を満たす会社（第 382 条） 
 
①  売上高 10.2 百万ポンド以下 
②  貸借対照表の総資産額が 5.1 百万ポンド以下 




査の各国比較－EU 及び UK－」12 項）。 
   
・中規模会社（下記のうち少なくとも 2 以上の要件を満たす会社） 
 
①  売上高 36 百万ポンド以下 
②  貸借対照表の総資産額が 18 百万ポンド以下 
③  平均従業員数が 250 人以下 
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（佐久間義浩、2017、「中小企業監査の各国比較－EU 及び UK－」12 項） 
 
 英 国 に お い て も 会社 規 模 区 分 に 応 じ て準 拠 す べ き 会 計 処 理基 準 は 選択
適用等が可能となっている。2013 年 3 月に改訂された FRS100・FRS101・
FRS102 においても IFRS に準拠した中小企業の会計処理基準となってお
り 会 社 規 模 区 分 に おけ る 零 細 企 業 に お いて は こ の 基 準 に お いて も 適 用が
難しいと判断され、 2015 年 7 月に中小企業をさらに細分化して FRS105
「零細事業体制度に適用される財務報告基準」を制定している（佐久間義浩、
2017、「中小企業監査の各国比較－EU 及び UK－」13 項）。  
 
 
表 2-1 新しい英国財務報告基準の概要 （出展）KPMG,UK,ロンドン事務所から一部抜粋 







連結財務諸表 強制適用 × × × 
個別財務諸表 適格企業 選択可 減免適用可 選択可 減免適用可 
上記以外 選択可 × 選択可 × 
英国非上場企業（多くの日系企業の在英子会社が該当）  
連結財務諸表 選択可 × 選択可 × 
個別財務諸表 適格企業 選択可 減免適用可 選択可 減免適用可 
上記以外 選択可 × 選択可 × 
 
Financial Reporting Standard 100 (FRS100) 「財務報告規定の適用」 
新しい財務報告フレームワークの全体像について規定したものであり、このなかには、どの企業がどの財務諸表報告基準を
適用できるか、初度適用時の移行措置、新基準の適用時期などが取り決められている。 
Financial Reporting Standard 101 (FRS101) 「開示減免フレームワーク」 
EU 版 IFRS に基づく認識および測定を行っているとくていの企業の個別財務諸表に対する開示の減免が規定されている。 
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表等規則第 1 条第 1 項）、会社法の規定においては「一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行」に従うものとされてい












① 最終事業年度における貸借対照表の資本金額が 5 億円以上 













表 2-2 中小企業の分類基準 
業種  資本金又は出資総額  従業員数  
製造業・建設業 ・運輸業等  3 億円以下  300 人以下  
卸売業  1 億円以下  100 人以下  
サービス業  5000 万円以下  100 人以下  





もできる（表 2-3）。  
表 2-3 会社規模区分における準拠すべき会計処理基準  
  区分 会社数 連結 単体 

































































































当審議会では平成 21 年 4 月に公表された「監査基準の改定に関する意見書」においても
「国際的には、継続的監査基準の改定が行われており、国際監査基準については、すべての
基準を必須手続きとそれ以外の手続きに明確に区分することなどを内容とする明瞭性（ク
















































   金銭的その他の利害を有していることにより、会員の判断又は行動に不当な影響を与
える可能性があること。 
二 自己レビュー 




   会員が、専門業務の実施上、その客観性が損なわれるほど、依頼人又は所属する組織
の立場を擁護すること。 
四 馴れ合い 
   会員が、依頼人又は雇用主と長期又は密接な関係をもち、会員がそれらの者の利益に過
度にとらわれること、若しくはそれらの者の業務を安易に受け入れること。 
五 不当なプレッシャーを受ける脅威 











































































                                                   
2 一方で、Ashbaugh et al. （2003）は、非監査業務の報酬に焦点を当てている。この研究の結果は非監
査報酬が会計発生高（アクルーアル）に影響しないことを示しており、したがって非監査報酬は監査人の
独立性を阻害するものではないと結論されている。 













 3-3 会計参与制度及び税理士法第 33 条の２について 
 
 税理士においても財務諸表を公認会計士が行う監査のようにモニタリング機能を果たす











 ここで税理士法 33条の 2項における書面添付についても言及する。書面添付制度は、税
















円滑に行う手段として課税当局側が新たに設けた制度である。しかし、財務省が 2014 年 10
月に公表した「平成 25 事務年度  国税庁実績評価書」では書面添付率は平成 21 年
度 6.5％、平成 22 年度 7.0％、平成 23 年度 7.4％、平成 24 年度 7.8％、平成 25 年度 8.1％




















 4-1 中小企業庁のアンケート 
 平成 27 年 3 月と 6 月に中小企業庁は本項目について興味深いアンケートを実施して報告
書を公表している。ここではその概要について提示する。 
 









a アンケート配布先  
 中小企業：5,000 社 
 認定支援機関向け：税理士・税理士法人 4,500 社 金融機関 500 行 
b 回収 
 中小企業：862 社（回収率 17.2％） 
 税理士・税理士法人：736 社（回収率 16.4％） 
 金融機関：242 行 
 
（3）アンケート結果（図 4-1、4-2 および 4-3 参照） 
中小企業者の中小企業要領の認知度 24.4％ 
導入率：認知先の 31.2％（全体の 7.6％） 
中小企業要領準拠割合：61.2％（全体では 15.0％） 
導入したきっかけ  会計情報を活用して自社の経営改善に取り組むため 38.7％ 













図 4-2 中小企業要領を導入したきっかけ 「平成 26 年度中小企業における会計の実態調
査について」（中小企業庁 2015）より一部抜粋 
 











性を感じていると回答した者の割合は 60％を超えている（図 4-4）。 
 
（2）税理士・税理士法人に対する追加調査によるアンケート調査 
 平成 27 年 3 月に実施した「中小企業における会計の実態調査」に回答があった税理士・
税理士法人（736 社）から、無作為に 50 社をサンプリングして調査を行い 16 社の回答が













 １ 経営者の関心の低さ 









 ３ メリット等の PR 不足 
 ・会計情報からのメリットがあまり示されない 
 ・中小企業への PR が足りない 
 
（4）ヒアリング結果 






 ・一部金融機関が実施している融資優遇制度は、融資と関係の薄い売上額 1000 万円未満 




















   




















































 4-3 本研究におけるアンケート及びヒアリング 
 




状況）（2015 年 3 月）」及び「中小会計要領の普及における事業者と税理士間の認識ギャッ





 (2) ヒアリング及びアンケート方法 
 当該調査は、2017 年 8 月から 11 月にかけて売上高 1 億円未満の中小企業経営者 10 人、
売上高が 1 億以上 10 億未満の中小企業経営者 10 人、および売上高が 10 億円超の中小企





 (3) ヒアリング及びアンケート内容及び結果 
 １ 属性 
 売上規模 ⑴1億円未満 ⑵1億円以上 10億円未満 ⑶10 億円超 
 
  ヒアリング及びアンケートに答えて頂いた業種 
 
 売上高規模 1億未満の企業 
D株式会社 携帯ショップ経営  
H株式会社 コールセンター経営  
K株式会社 保険代理店経営  
T株式会社 インターネット物販経営  
K株式会社 化粧品卸売会社経営  
M株式会社 ホームページ作成会社経営  
S株式会社 園芸業経営  




売上高規模 1億以上 10億未満 
T株式会社 古物商経営 
M株式会社 特殊印刷業経営  
Z株式会社 印刷業経営  
T株式会社 建設業経営  
D株式会社 自動車運転免許取得学校経営  
O株式会社 プログラミング業経営  









K株式会社 建設業経営  
D株式会社 工務店経営  
Z株式会社 商社  
N株式会社 物流業経営 
S株式会社 運送業経営 
B株式会社 卸売業 （上場準備企業） 
K株式会社 不動産業経営 
T株式会社 パチンコ業経営  
O株式会社 商業ビル運営 
 
 ２ 経営のプロと思われる士業について 
 ①弁護士 ②公認会計士 ③税理士 ④中小企業診断士 ⑤行政書士 
⑥その他（具体的に） 
 



















結果：1億円以上 10億円未満（図 4-6） 
 
 























































































 図 4-9を見ると、売上高が 1億円未満の会社においては同業種他企業の成長がわかり
易い項目に着目していること及び役員報酬や交際費の使用について自己の所得に分類され













































































（１）YES 40%  （２）NO 60% 
 
 結果：1億円以上 10億円未満 
 

































（１）YES 0%  （２）NO 100% 
 
 結果：1億円以上 10億円未満 
 





















 結果：全体（図 4-13） 
 
図 4-13 決算において重視する情報                  単位 社 
  1 億円未満 
1 億円以上        
10 億円未満 
10 億円超 全体 
利益 10 10 10 30 
売上高 10 10 10 30 
交際費 3 7 6 16 
粗利率 2 5 7 14 
納税額 10 8 9 27 
部門別損益 0 1 3 4 


















 結果：全体（図 4-14） 
 
図 4-14 税理士に対する今後のニーズ                 単位 社 
  1 億円未満 
1 億円以上        
10 億円未満 
10 億円超 全体 
記帳代行 10 4 0 14 
資金繰り 10 8 7 25 
銀行対策 6 9 5 20 
売上増加のコンサルティング 4 9 6 19 
節税 10 10 10 30 
ビジネスマッチング 2 4 6 12 
経営指導 8 7 6 21 
契約書作成 6 3 3 12 
従業員指導 3 5 6 14 
人事労務 7 4 1 5 
企業内セミナー 2 4 6 12 
予算書作成 5 8 4 17 
経理補助 8 5 1 14 
経理担当者紹介 4 7 2 13 
賞与算定 7 4 4 15 
配当算定 0 1 4 5 
設ける仕組み 6 7 8 21 
会社分割・合併 0 1 7 8 
M&Aにおける財務諸表精査 0 0 2 2 
内部統制 0 0 1 1 
海外進出 0 0 2 2 
事業承継 2 6 9 17 











 結果：全体（図 4-15） 
 




1 億円以上        
10 億円未満 
10 億円超 全体 
顧問料が高い 2 6 3 11 
記帳代行と月次試算表の提出しかない 4 1 0 5 
税理士が来ない、担当者しか来ない 2 3 2 7 
毎月来ない 1 4 2 7 
経営について情報・助言が欲しい 8 8 6 22 
原価計算をして欲しい 0 1 2 3 










































4 月 23 日に発表した「国税庁の税務調査の概要」によると約 87％とされている。この数値
に関してはここ数十年大きな変動はない。 
 税理士以外にも財務報告の信頼性を確保するという観点から公認会計士の関与も重要で













えられる。中小企業診断士制度に関する実態調査委員会事務局 が 2013 年 3 月に公表した





 5-2 税理士のポジショニング分析 
 


















図 5-2 税理士と他の士業とのポジショニング・マップ② 
  










 一方、公認会計士の職務は第 3 章で述べている独立性を担保したうえで監査業務を行う












































 6-1 税理士のビジネス・モデル改革の必要性 
 











 旧税理士における基準で売上高が 5000 万円の中小企業者の場合月額報酬は 5 万円、決算











 筆者の友人で 5 年以内に独立開業をした税理士 4 人におおよそ売上高が 5000 万円の中
小企業との顧問契約についてコメントを求めた結果、現在における売上高が 5000 万円の中





























表 6-2 税理士報酬決算申告報酬  旧税理士法 税理士報酬基準抜粋                  
 


































図 6-3 今後税理士が果たすべき役割 
 
















































































会計情報  新たな税理士の役割 



































表 6-1 中小企業の経営課題 「平成 24 年度 中小企業診断士制度に関する実態調査（中小
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